
資料2　事務事業評価（自己評価）結果

基本施策１

目標１

基本戦略2

活力ある産業基盤づくり

市内総生産が増えていくまちをつくる【産業基盤】

事業者の収益を増やすことを支援する



事務事業評価(1次評価)結果表

単位 計画（予測） 実績

計画 実績

事業費 0 0

特定財源 0 0

一般財源 0 0

単位 計画（予測） 実績

件数 計画 実績

事業費 0 0

特定財源 0 0

一般財源 0 0

単位 計画（予測） 実績

計画 実績

事業費 0 473

特定財源 0 0

一般財源 0 473

農林水産課
数値化できない成果

所管課

指標名
コスト（千円）

改善の方向性 事業実施の
方向性0526401

農業者及び消費者
消費者ニーズに対応した高品質な農産物を安定的に生産し、多様な流
通・販売体制により、産地づくりを図る。

　多和地区を考える会のソバ、生活研
究グループの桑粉等、一定の成果を挙
げつつあるが、今後は恒常的な生産・
販売体制を構築する必要がある。

　ソバ・桑粉なども一定の効果を上げつ
つあることから、品質の維持・向上に努
め、販売面での体制強化に合わせてブ
ランド化への方向を探ることとしたい。

事業名

継続する

産地づくり事業
(特産品づくり戦
略計画)

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題

商工観光課
数値化できない成果

所管課

指標名
コスト（千円）

商品となった数

改善の方向性 事業実施の
方向性0801200

事業者 どこにもない様な商品、製品を開発し、ブランド化を図る。

まだ成果は出ていないが今後は、各教
育機関や農、工、商の連携により幅広
い分野で商品を開発したい。

なし

事業名

継続する

産官学の連携に
よる商品開発

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題

政策課
数値化できない成果

所管課

指標名
コスト（千円）

改善の方向性 事業実施の
方向性0600501 市民、市内事業所、大

学

さぬき市の基本理念「自立する都市」実現のための戦略的産業ビジョン
の策定

本市において必要とされる戦略及びプ
ランをさらに研究する必要があると思わ
れる。
今後も他自治体の動向等を注視し、何
が必要とされているのかについての調
査・研究を継続する。

現段階ではプラン策定までには至って
いないが、必要な時期に施策立案でき
るように資料収集に努めたい。

事業名

継続する

産官学連携事業
(産業ビジョンの
策定)

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題



事務事業評価(1次評価)結果表

単位 計画（予測） 実績

ha 92 85 計画 実績

ha 903 906 事業費 6,445 4,778

特定財源 215 212

一般財源 6,230 4,566

単位 計画（予測） 実績

計画 実績

事業費 0 0

特定財源 0 0

一般財源 0 0

単位 計画（予測） 実績

計画 実績

事業費 500 581

特定財源 0 0

一般財源 500 581

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題 改善の方向性 事業実施の
方向性0801300 市民及び広域圏内在

住者
お接待のまちとしてお遍路や観光客に、また来たいと思われるような癒し
のまちづくりを行う。

市内の自然・歴史・文化等の特色ある
観光資源を活かしながらさぬき市の魅
力を再発見するため、まちあるき活動団
体などのガイドを行う団体等との連携を
深め、観光地に魅力を付加するガイド
等のスキルアップや観光資源の情報を
発信することができる人材の育成を図
る。

まちあるき活動団体による人材の育成
は、本市観光事業の推進に状来必ず
有益となる。できるだけ友援を進めてほ
しい。

事業名

継続する

観光資源の再発
見事業

指標名
コスト（千円）

所管課

商工観光課
数値化できない成果

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題 改善の方向性 事業実施の
方向性0801400 市民及び広域圏内在

住者
お接待のまちとしてお遍路や観光客に、また来たいと思われるような癒し
のまちづくりを行う。

市内に存在する上がり３か寺という恵ま
れた資源を活用し、おへんろの文化や
おもてなしの心を語り伝えていくことによ
り、「お接待のまち」さぬき市の魅力を全
面的にアピールしていく。
　また、自然・温泉・お寺めぐり等の多彩
な観光ルートを紹介し、癒しのまちを各
施設に活かしながら観光客の誘客にも
つなげていく。

本講座終了者も１００名近くになった。
初期の目標はおおむね達成したと思わ
れる。今後数年の様子を見ながら、併
せてこの人たちの活動の場も広げてい
く必要がある。

事業名

継続する

お接待のまち再
発見事業

指標名
コスト（千円）

所管課

商工観光課
数値化できない成果

農林水産課
数値化できない成果

米の生産調整面積

所管課

指標名
コスト（千円）

振興作物作付面積

改善の方向性 事業実施の
方向性0525600 農業者

農業協同組合
特認団体

　 新たな米の需給調整システムの導入により市から農協へ事務体系の移行が決定されたが、市としても、身近な行政機関として地
域での米づくりの本来あるべき姿の実現に向け、農業者・農業者団体の主体的な取組を支援する。事務体系が変わることで作物
の助成体系や現地確認が見直され、転作達成が困難となることが予想されるが、米の生産調整については引き続き適切な実施が
必要なため、農産物の産地育成強化により、品目横断的経営安定対策へ誘導しつつ達成を図る。

　これまで、ＪＡが中心となって行ってき
た米の需給調整について、来年度から
は再び行政が中心となって行うような国
の方針が示されている。しかし、現在の
当課の人員では需給調整事務を円滑
に実施することは非常に困難である。こ
れまでどおりＪＡが事務を行えるよう検討
するか、もしくは行政が実施できる体制
を整備することが必要である。

　農家に混乱を招くことは避けなければ
ならないため、今後の体制づくりについ
て県などと十分協議を行うこととしたい。

事業名

継続する

需給調整システ
ム構築支援事業

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題



事務事業評価(1次評価)結果表

単位 計画（予測） 実績

計画 実績

事業費 0 0

特定財源 0 0

一般財源 0 0

単位 計画（予測） 実績

  ha 1375 1344 計画 実績

  ha 110 167 事業費 473 0

  ha 28 36 特定財源 0 0

  ha 92 85 一般財源 473 0

 カ所 17 17

単位 計画（予測） 実績

人 252000 244738 計画 実績

人 12700 12188 事業費 65,760 65,245

人 64000 61520 特定財源 16,603 16,762

人 1650000 1878396 一般財源 49,157 48,483

人 5700 6900

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題 改善の方向性 事業実施の
方向性0526402

農業者及び消費者
消費者ニーズに対応した高品質な農産物を安定的に生産し、多様な流
通・販売体制により、産地づくりを図る。

　生産者と消費者との結びつきを強め、
食に対する理解を深めるため、活動の
理念を生産農家に浸透させ、さらに積
極的に活動を展開していく必要がある。

　活動の理念や消費者の考えを生産者
に受け止めてもらうよい機会であるばか
りでなく、受け入れ先である農家（生産
者）自身の理念をＰＲする場でもあること
を、生産者にも自覚してもらうよう働きか
けを行いたい。

事業名

継続する

産地づくり事業
(グリーンツーリズ
ム)

指標名
コスト（千円）

所管課

農林水産課
数値化できない成果

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題 改善の方向性 事業実施の
方向性0526400

農業者及び消費者
消費者ニーズに対応した高品質な農産物を安定的に生産し、多様な流
通・販売体制により、産地づくりを図る。

　現行の戸別所得補償制度は農家の
書類事務が煩雑で、かつ農業後継者、
担い手の育成に効果を発揮できていな
い。農作業従事者の高齢化を抑え、さ
らなる集団化・法人化を推進する必要
がある。

　戸別所得補償制度は今後、麦・大豆
等へ適用範囲を拡大していくが、米の
場合で見ると零細な兼業農家に対する
アピール度はあっても、中核的担い手
をつくるこれまでの農政とは大きく異
なっている。
　地域の実情から見ると、集団化・法人
化は有効な手立てであり、今後も推進
する必要を痛感している。

事業名

継続する

産地づくり事業

指標名
コスト（千円）

水稲の作付面積

麦の作付面積

大豆の作付面積

所管課 振興作物（5品目）作付面積

農林水産課
地元産品の産直等販売箇所数

数値化できない成果
地産地消や食育の推進、食の安心・安全に向けた取り組みによる消費者との信
頼関係

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題 改善の方向性 事業実施の
方向性0528900 市民及び広域県内在

住者
さぬき市内の観光資源の再発見を行い、資源の有効活用を行っていく。

各観光施設の重要ポイントを効率よく管
理し、リピーターを増やすよう努める。

観光施設である以上、一定の美化レベ
ルを保つ必要がある半面、予算投入が
難しい局面も考えられる。施設毎に節
目（ポイント）を誤らずに判断し、予算を
投入したい。

事業名

継続する

観光施設事業

指標名
コスト（千円）

琴林公園

クアパーク津田

クアタラソさぬき津田

所管課 津田の松原サービスエリア

商工観光課
観光案内所

数値化できない成果



事務事業評価(1次評価)結果表

単位 計画（予測） 実績

人 12700 12188 計画 実績

人 64000 61520 事業費 3,032 2,974

人 1650000 1878396 特定財源 0 0

人 4300 2830 一般財源 3,032 2,974

人 5700 6900

単位 計画（予測） 実績

千円 650 552 計画 実績

事業費 650 552

特定財源 0 0

一般財源 650 552

単位 計画（予測） 実績

枚 100000 196102 計画 実績

事業費 102,600 174,644

特定財源 100,000 174,644

一般財源 2,600 0

今後の課題事務事業コード

コスト（千円）

事務事業の対象 事務事業の意図

指標名

地場産業活性化対策補助金

0801500

事業実施の
方向性

継続する

改善の方向性

  市内の事業者が厳しい立場に立って
いる状況であるの
で少しでも販路開拓などでサポ－トでき
る場所を提供して
いきたい。

新上人の開発等、事業者自らが創意工
夫を行うための環境整備は自治体と商
工会の責務と思われる。具体的には難
しい部分もあるが、気長く支援を継続す
ることが望ましい。

所管課

商工観光課

市内の商工業者、新規
立地企業

市内における商店街の活性化支援
事業名

商工振興事業(販
路拡大のための
調査･研究)

数値化できない成果

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題 改善の方向性 事業実施の
方向性0601700

市内商店・住民
商品券を多様な業種で使用可能にすることで市外に流出している購買
力を取り戻し、市内商業の活性化を図る。

・大型店舗に共通商品券が流れ、地元
商店での利用が少ない現状において、
プレミアムを付与するといった各指定店
における工夫を要する。
・地元商業の発展に寄与するため、より
多くの指定店加入を推進する。
・より一層の事務量を削減することがで
きるよう、効率のよい事務の流れの検討
を要する。

・導入した商品券管理システムによりあ
る程度の事務量及びコストを削減するこ
とができたので、事務の流れ等を検討
し、より一層削減できるよう方策等を検
討する。
・地元商店への利用を促すよう、商工会
や地元商店に積極的に参加してもら
い、方策を検討する。

事業名

継続する

さぬき市共通商
品券発行事業

指標名
コスト（千円）

商品券の発行枚数

所管課

商工観光課
数値化できない成果

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題 改善の方向性 事業実施の
方向性0529000 市民及び広域圏内在

住者
お接待のまちとしてお遍路や観光客に、また来たいと思われるような癒し
のまちづくりを行う。

引き続き、無料広告等で、知名度UPを
計るとともに、各施設の効率的な管理に
努める。

観光客増加の取組としてポスター制作
や案内所の効果が確実に表れてきてい
るように判断する。今後も知恵と地道な
努力で観光振興に寄与できるよう望み
たい。

事業名

重点的に継
続する

観光事業

指標名
コスト（千円）

クアパーク津田

クアタラソさぬき津田

津田の松原サービスエリア

所管課 興津海水浴場

商工観光課
観光案内所

数値化できない成果



事務事業評価(1次評価)結果表

単位 計画（予測） 実績

千円 15770 15770 計画 実績

事業費 15,770 15,770

特定財源 0 0

一般財源 15,770 15,770

単位 計画（予測） 実績

計画 実績

事業費 0 0

特定財源 0 0

一般財源 0 0

単位 計画（予測） 実績

件 5 5 計画 実績

千円 12300 事業費 12,300 11,156

特定財源 0 0

一般財源 12,300 11,156

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題 改善の方向性 事業実施の
方向性0801600 市内の商工業者、研修

会に参加する商工業者
研修を受講することによって販路を拡大する。ITを活用した販路拡大を
目指す人材を育成する。

昨今の高度情報化社会に対応した、技
術者を育成し参加
事業者の情報を発信して販路拡大を図
りたい。

商工業に対する総合支援政策である本
事業は、投資効果を見極めにくい性質
を有する。助成金に対する既得権的性
質を薄め、部会毎に事業費補助の概念
を拡大する方向で取り組んでほしい。

事業名

継続する

商工振興事業(商
店活性化支援事
業)

指標名
コスト（千円）

商工会助成金

所管課

商工観光課
数値化できない成果

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題 改善の方向性 事業実施の
方向性0801700 市内の商工業者、新規

立地企業
市内における商店街の活性化、地元企業への若者就職支援、新規立地
企業の助成支援

市内の有効求人倍率は極めて低い状
況であるので国、県等と連携して就職
活動ができる場を設ける。

現行方策を継続して進める。

事業名

継続する

商工振興事業(地
元企業への若者
就職支援事業)

指標名
コスト（千円）

所管課

商工観光課
数値化できない成果

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題 改善の方向性 事業実施の
方向性0801800 市内の商工業者、新規

立地企業
市内における商店街の活性化、地元企業への若者就職支援、新規立地
企業の助成支援

政策課に企業誘致担当が新設されて
いるため、助成金も一括で担当したほう
が、企業との交渉及び事務が簡素化す
ると思われる。

政策課は、企業誘致の交渉窓口であ
り、執行は助成金の交付、予算の性質・
目的ともに商工業の振興である。可能
な限り関係課が連携を取りながら進め
ていただきたい。

事業名

継続する

商工振興事業(新
規立地企業の助
成支援事業)

指標名
コスト（千円）

企業立地促進助成件数

企業立地促進助成金額

所管課

商工観光課
数値化できない成果



事務事業評価(1次評価)結果表

単位 計画（予測） 実績

計画 実績

事業費 0 0

特定財源 0 0

一般財源 0 0

単位 計画（予測） 実績

回 10 6 計画 実績

事業費 76 21

特定財源 71 20

一般財源 5 0

単位 計画（予測） 実績

回 10 6 計画 実績

事業費 76 21

特定財源 71 20

一般財源 5 0

今後の課題事務事業コード

コスト（千円）

事務事業の対象 事務事業の意図

指標名

農業振興公社農地賃貸借あっせん会開催回数

0527200

事業実施の
方向性

改善の方向性

所管課

農林水産課

市内全農業者 農地の賃貸借等により農業経営の安定化を図る。
事業名

農地保有合理化
事務委託事業

数値化できない成果

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題 改善の方向性 事業実施の
方向性0526201

農業者及び消費者
消費者ニーズに対応した高品質な農産物を安定的に生産し、多様な流
通・販売体制により、産地づくりを図る。

　学校給食については、県全体での取
り決めがあるため、なかなか地元独自の
作物、食材を使用できないようである。
今後はもっと地元の農産物を使用でき
るよう働きかけ、かつ地元農家に対して
も安定して農産物を供給できる体制づ
くりを構築する必要がある。

　米粉を使用したパンの導入について
は、紆余曲折を経ながら徐々に採用に
近づきつつある印象を持っている。その
ための各方面への働きかけを今後も継
続していく。

事業名

継続する

農業振興事業(地
産地消)

指標名
コスト（千円）

所管課

農林水産課
数値化できない成果

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題 改善の方向性 事業実施の
方向性0527200

市内全農業者 農地の賃貸借等により農業経営の安定化を図る。
事業名

農地保有合理化
事務委託事業

指標名
コスト（千円）

農業振興公社農地賃貸借あっせん会開催回数

所管課

農林水産課
数値化できない成果



事務事業評価(1次評価)結果表

単位 計画（予測） 実績

頭 100 177 計画 実績

事業費 2,795 2,912

特定財源 503 241

一般財源 2,292 2,671

単位 計画（予測） 実績

件 5 7 計画 実績

件 2 2 事業費 1,468 1,317

特定財源 360 368

一般財源 1,108 949

単位 計画（予測） 実績

計画 実績

事業費 1,050 740

特定財源 0 0

一般財源 1,050 740

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題 改善の方向性 事業実施の
方向性0525700

農業者及び猟友会
・農業者が有害鳥獣からの被害を受けることなく安心して農作業に従事できる環境づくり
・猟友会員が有害鳥獣捕獲に積極的に参加できるような環境づくり

イノシシ等有害鳥獣については、猟友
会などの協力により捕獲頭数は増加し
ているが、農家の田畑を有害鳥獣から
守る意識はまだまだ薄く感じる。電気柵
等購入補助金を利用してもらい、自己
防衛を啓発する。
ただ、電気柵補助については、農家の
方の中でも申請方法を知らない方、補
助自体を知らない方も少なからず存在
した。広報等、利用希望者に広く知って
もらう対策を講じる必要がある。

電気柵補助については広報等を利用
し、設置希望者に広く利用してもらうよう
努める。

事業名

継続する

有害鳥獣被害防
止対策事業

指標名
コスト（千円）

有害鳥獣の捕獲件数

所管課

農林水産課
数値化できない成果

有害鳥獣捕獲件数の増加による農作物被害の減少、サル接近警戒システムを
利用した追払い活動による農作物被害の減少

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題 改善の方向性 事業実施の
方向性0526101

漁業者
優良な水産物の安定供給を図り、効率的な漁業経営を実現し、担い手
の確保と経営基盤の強化させる。

　漁協合併の推進。

　高齢化、後継者不足による漁業従事
者の減少により、漁業の活力が低下し
ており、活性化を図るためにも漁協合併
を推進する。

事業名

継続する

水産業振興事業
(補助事業)

指標名
コスト（千円）

水産振興事業補助金の交付申請件数

水産教室事業の実施件数

所管課

農林水産課
数値化できない成果 各事業による新規漁業就労者の増加

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題 改善の方向性 事業実施の
方向性0803000

企業 企業を誘致することによって、雇用の拡大を図る。

企業情報を持つ企業及び不動産業者
（宅建協会）との連携については、課題
が多く、連携は困難であることから、新
たな情報獲得のための手段について検
討する必要がある。
その一つとして、進出希望企業に対す
るよりきめ細やかな情報提供が行えるよ
う、今年度中に市のホームページ上に
企業誘致専用のページを開設すること
とする。

進出希望企業にきめ細かな情報の提
供をするため、市のホームページに企
業誘致専門ページを開き企業誘致の
一助としたい。今後とも、企業誘致に資
する施策を推進する。

事業名

継続する

企業誘致事業

指標名
コスト（千円）

所管課

政策課
数値化できない成果



事務事業評価(1次評価)結果表

単位 計画（予測） 実績

計画 実績

事業費 3,451 3,231

特定財源 0 0

一般財源 3,451 3,231

単位 計画（予測） 実績

　％ 100 100 計画 実績

事業費 3,379 1,959

特定財源 0 0

一般財源 3,379 1,959

単位 計画（予測） 実績

人 40000 52695 計画 実績

人 19000 25267 事業費 5,997 7,511

特定財源 334 269

一般財源 5,663 7,242

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題 改善の方向性 事業実施の
方向性0526100

施設利用者
漁業従事者相互の親睦との生産意欲の向上や施設利用者の住民福祉
向上を図る。

　特になし 　施設の適切な管理、運営に努める。

事業名

継続する

水産業振興事業

指標名
コスト（千円）

所管課

農林水産課
数値化できない成果

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題 改善の方向性 事業実施の
方向性0526200 農業者を含むすべての

住民

農業・農村の振興計画に基づき、農業関係機関・団体と連携をとり、地域農業の
発展に向けた合意形成を行うとともに農業を取り巻く諸問題の解決及び生活環境
づくり等住民ニーズに対応しながら、農業基盤の確立を図る。

　わが国の農業は農産物価格の低下、
それに伴う農業従事者の減少・高齢
化、さらには鳥獣害被害による耕作意
欲の低下等、問題が山積しており、当
市はさらに深刻な状況を迎えている。今
後はこれまでの関係機関との連携を強
化するのはもちろん、もっと広く各方面
から意見を聞き、農業を存続する体制
づくりを進める必要がある。

 ＴＰＰへの参加による農産物関税の撤
廃など農業をめぐる環境は更なる厳しさ
を見せている。そのためには、左記のと
おり農家のみならず幅広い層の意見を
くみ上げ政策に反映させる必要を感じ
ている。

事業名

継続する

農業振興事業

指標名
コスト（千円）

補助事業計画達成率

所管課

農林水産課
数値化できない成果 農業関係課題解決、生活環境の美化

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題 改善の方向性 事業実施の
方向性0526500

地域住民及び来場者
志度構造改善センター、生産物直売所、及び周辺施設の維持管理並びに施設
利用について適切な管理運営を行うことにより、農業者及び漁業者の生産と生活
の向上発展を図る。

　特になし
　引き続き適切な維持管理、運営を図
る。

事業名

継続する

農業農村施設管
理事業（農林水
産課）

指標名
コスト（千円）

生産物直売所の来場者の増加

構造改善センターの利用者数

所管課

農林水産課
数値化できない成果 事業に伴う就労機会の拡大、生産の振興



事務事業評価(1次評価)結果表

単位 計画（予測） 実績

件 30 84 計画 実績

件 30 84 事業費 597 840

件 20 18 特定財源 592 515

件 40 48 一般財源 5 325

単位 計画（予測） 実績

回 1 1 計画 実績

回 12 12 事業費 19,296 17,603

回 6 5 特定財源 4,028 4,102

件 250 235 一般財源 15,268 13,501

件 0 0

単位 計画（予測） 実績

件 2 0 計画 実績

事業費 91 0

特定財源 45 0

一般財源 46 0

今後の課題事務事業コード

コスト（千円）

事務事業の対象 事務事業の意図

指標名

各種申請書を審査確認し、基金へ送付する件数

0526900

事業実施の
方向性

農年窓口相談対応件数

農年電話相談対応件数

改善の方向性

各種申請内容関係台帳記入件数（台帳管理）

所管課

農林水産課

農業者年金被保険者・受
給者、２０歳以上６０歳未
満の専業農業者

農業者年金被保険者の老後生活の安定と福祉の向上を図る。
事業名

農業者年金業務
委託事業

数値化できない成果

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題 改善の方向性 事業実施の
方向性0527000

市内全農業者
農業生産力の発展及び農業経営の合理化を図り、農民の地位の向上に
寄与する。農業の振興を図ることにより、農業が職業として魅力とやりが
いのあるものにする。事業名

農業委員会事業

指標名
コスト（千円）

総会の開催回数

農地部会の開催回数

農政部会の開催回数

所管課 各種農地法申請書審査件数

農林水産課
委員選挙人名簿登載申請書発送回収

数値化できない成果

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題 改善の方向性 事業実施の
方向性0527100

市内全農業者 農地の紛争を解決することによる農業経営の安定化を図る。
事業名

農地調整事務処
理事業

指標名
コスト（千円）

和解の仲介件数

所管課

農林水産課
数値化できない成果



事務事業評価(1次評価)結果表

単位 計画（予測） 実績

件 350 489 計画 実績

件 220 793 事業費 116 107

特定財源 0 0

一般財源 116 107

単位 計画（予測） 実績

計画 実績

事業費 93,420 84,501

特定財源 67,000 67,000

一般財源 26,420 17,501

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題 改善の方向性 事業実施の
方向性0527300

市内全農業者 農地の賃貸借等により農業経営の安定化を図る。
事業名

農地流動化推進
事業

指標名
コスト（千円）

農用地利用集積計画書確認事務件数

利用権設定契約期間満了者への再設定通知件数

所管課

農林水産課
数値化できない成果

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題 改善の方向性 事業実施の
方向性0529700 市内の商工業者、新規

立地企業
市内における商店街の活性化、地元企業への若者就職支援、新規立地
企業の助成支援

負担金及び助成金において、各種団
体との協議の中、市の財政事情を勘案
した負担金額にて調整を行う。

助成金においては、平成21年度助成
団体との協議が整い一定の成果は現
れた。
負担金において、公的団体と協議を継
続し、市の財政事情を勘案した負担
金、助成金となるよう調整を行う。

事業名

見直し(目
的・手法・効
率性)をする

商工振興事業

指標名
コスト（千円）

所管課

商工観光課
数値化できない成果


